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プ ロ フ ィ ー ル

C O N T E N T S

コムシスホールディングス株式会社は、2003年9月29日、日本コムシス株式会社、株式会社三和エレック（現サン

ワコムシスエンジニアリング株式会社）および東日本システム建設株式会社の3社の株式移転により完全親会社と

して設立し、当社を持株会社とする「コムシスグループ」が発足しました。当社グループは上記3社に加え、子会社

43社および関連会社15社から構成され、電気通信建設工事業を中心とする「電気通信設備工事事業」および情報

処理関連事業などの「その他の事業」を主な事業内容としております。

1 株主の皆さまへ

社長インタビュー

4 事業概要

6 営業概況

NTT情報通信エンジニアリング事業

電気通信エンジニアリング事業

7 ITソリューション事業

社会システム関連事業等

8 コーポレート・ガバナンス

10 企業の社会的責任（CSR）

11 研究開発

12 事業会社の概況

日本コムシスグループ

13 サンコムグループ

TOSYSグループ

14 コムシスグループの組織体系（子会社の紹介）

15 経営陣による財政状況と業績の評価および分析

見通しに関する注意事項

このアニュアルレポートに掲載されている記述には、当社お
よび関係会社の将来についての記述が含まれています。これら
の記述は過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報
から判断した前提・見通し・計画に基づく予測が含まれています。
そのため、当社を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変

動等に関わるリスクや不確定要因により、実際の業績が記載の
予想数値と異なる可能性があることをご承知おきください。
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200７年3月期の決算は、持株会社として統合以来３期連
続して、対前期、対計画を上回る増収増益を達成できました。
受注高は前年比7.8％向上の3,341億72百万円。売上高
は前期比9.4%増の3,365億19百万円、営業利益は17.7%増
の192億14百万円、当期純利益は23.4%増の123億82百万
円となっております。
受注高の増大は、Bフレッツ及び携帯電話番号ポータビリ
ティ関連の設備工事需要に伴い、NTT情報通信エンジニア
リング事業、電気通信エンジニアリング事業とも受注が堅調
に推移したことによります。売上高の増大については、下半
期に急増したNTTドコモ関連の工事量に確実に対応できた
ことが大きなポイントとなりました。営業利益の増加につい
ては、「コムシス式カイゼン」を中心とした経営改革施策によ
るコスト競争力強化の成果があがってきたことによります。
当期の1株当たり配当金については中間配当7円、期末配
当は10円とし、年間配当は17円としました。
次期2008年3月期は、ドコモビジネスにおけるインフラ

株主の皆様へ 〈P2～3〉

工事の短期的な減少及びNGN関連投資の遅れ等、今後のイ
ンフラに対する投資が不透明な状況にあります。このため、
今期は2006年度の中期経営計画を踏襲し、今年度の事業計
画を立てました。新たな中期経営計画は、今年度の動向を踏
まえて2008年度に策定することとしました。コムシスグ
ループとしては、引き続き経営改善施策と事業の拡大に取り
組み、永続的に成長し続ける企業体質の確立に全力を傾注
してまいります。そして、NTTグループ向けビジネスを維持
しながら、中期的にNTTグループ以外のビジネスのウェイト
を更に引き上げていきたいと考えております。生産性につい
ては、建設業界に製造業のような高い生産性を実現する「コ
ムシス式カイゼン」を徹底するとともに、間接業務の集約化
などにより、利益率向上にあくなき挑戦をしてまいります。
株主の皆様には変わらぬご支援、ご鞭撻をお願い申し上げ
ます。

代表取締役社長　島田　博文

Ｑ　当期の経営環境と業績は？

2007年3月期、日本経済は、好調な企業収益による設備
投資の増加や個人消費の緩やかな回復、また、海外の景気拡
大による輸出増に支えられ、景気は拡大基調で推移しました。
情報通信の分野においては、『u-Japan政策』が目指すユビ
キタスネット社会の実現に向けて、ブロードバンド・ゼロ地域
の解消や超高速ブロードバンドによる世帯カバー率90％以
上といった整備目標を掲げた『次世代ブロードバンド戦略
2010』が公表されるなど、官民連携によるブロードバンドの
普及拡大が一層進んできています。さらに、光アクセスサー
ビスの利用拡大に併せて、ＩＰ電話やブロードバンド放送、音
楽配信等のブロードバンドビジネスも拡大しています。移動
通信分野においても、携帯電話番号ポータビリティの導入に
よる競争激化や市場が成熟する中、ワンセグ放送、音楽配信
の強化、モバイルショッピングの充実、おサイフケータイ等
の金融サービスへの進出など、新たな成長を求めたサービ
ス競争が展開しています。このように、ネットワークのブロー
バンド化やユビキタス化、通信と放送の融合などの変化の中
で通信事業者間や他事業者との競争がますます熾烈化して
きています。
このような状況のもと、当年度におけるコムシスホール
ディングスの連結業績は、受注高、売上高、利益のいずれに
ついても、対前期、対計画を上回ることができました。その
結果、ホールディングス発足以来、3期連続で増収、増益を
達成することができました。受注高は、3,341億72百万円
（前期比7.8％増）と前期、期初計画値ともに上回ることがで
きました。また、売上高についても、3,365億19百万円（前
期比9.4％増）と前期実績及び期初計画の3,250億円をとも
に上回ることができました。損益面では、営業利益は192億

社長インタビュー 〈P4～9〉

14百万円（前期比17.7％増）と前期実績及び期初計画の180
億円を上回り、当期純利益についても、123億82百万円（前
期比23.4％増）となり前期を大幅に上回ることができました。

Ｑ　好調な業績の要因はどこにありますか？

受注高は、ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業及び電気
通信エンジニアリング事業において携帯電話番号ポータビ
リティ関連工事やＢフレッツ関連工事の受注が堅調に推移し
たなかで、特に、下期において急激に増加したＮＴＴドコモ関
連の工事量に確実に対応できたことが売上高の増加の大き
なポイントとなりました。また、「コムシス式カイゼン」等の
経営改善施策によるコスト競争力強化に積極的に取り組ん
だ結果、利益の大幅な増加につながりました。

Ｑ　2006年度、コムシスグループの経営で力を注いだ点
は？

設立以来、日本コムシス株式会社、サンワコムシスエンジ
ニアリング株式会社、東日本システム建設株式会社の３統括
事業会社を中心に、｢事業の選択と集中｣、｢事業の拡大｣、
｢経営改善施策の推進｣の各施策を柱とし、事業改革に積極
的に取り組んできました。具体的には、①統括事業会社間の
事業分野の見直しとそれに伴う人員の再配置等の事業再編
を実施するなど、｢事業の選択と集中｣による経営統合のシ
ナジー効果の最大化、②ＩＰ電話ソリューション｢ｃｏｍｓｉｐ｣等
のコムシスブランドの確立によるＩＰ分野への事業拡大や、高
度化・多様化するお客様ニーズに即応できる高スキル技術者
集団の育成によるＩＴソリューションビジネスの拡大、③経理
や給与等の共通業務のオペレーションの集約による人件費
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の削減や集中購買による材料費の削減、また「コムシス式カ
イゼン」等による抜本的な仕事の見直しによるコスト競争力
の強化、光サービス工事での施工会社の再編などの「経営改
善施策の推進」にグループをあげて取り組みました。

Ｑ　2008年3月期の経営環境と経営計画は？

今後の経営環境としては、コムシスグループを取り巻く市
場の構造と競争・投資の構造が大きく変化しています。特に、
ドコモビジネスにおけるインフラ工事の短期的な減少や、
ＮＴＴビジネスにおけるNGN投資の遅れ等、今後のインフラ
に対する投資が不透明な状況となっています。そこで今年は
2006年度の中期経営計画を踏襲し、中期計画値を増修正す
ることで今年度の事業計画を立てました。具体的には、
2008年3月期の売上高は3,400億円、営業利益195億円を
目標としております。
また、新たな中期経営計画は、ＮＴＴ及びドコモのインフ
ラビジネスが不透明であることから、今年度の状況を踏まえ
た上で2008年度に策定することにしました。そのビジョン
としては、持続的に成長し、安定した業績を達成できる企業
を目指します。具体的には、ＮＴＴ及びドコモビジネスは、イ
ンフラ以外の周辺事業の開拓により現在の事業規模を維持
します。Ｎｏｎ-ＮＴＴビジネスはコムシスグループの成長の源

泉であり、売上高を早期にＮＴＴ及びドコモビジネスと同等
規模に成長させることを目指します。営業利益率は、社員の
スキルアップとコムシス式カイゼンで、６％以上を目標とし
ます。

Ｑ　主力のＮＴＴビジネスでは、インフラ関係の投資の減少
が予想されますが、コムシスホールディングスの中期
的な方針は？

これまでＮＴＴグループ向け光アクセス工事およびＮＴＴド
コモグループ向けの携帯電話番号ポータビリティに対応した
サービスエリア拡大及び品質向上のための工事が急激に増
加してきました。今後は既存インフラへの投資は縮小傾向に
なると予想しております。しかしながらＮＴＴ及びドコモビ
ジネスは当社にとって最も重要なビジネスであり減少させる
わけにはいきません。当社は、インフラ投資の減少を埋める
べく、インフラ以外のＮＴＴ周辺ビジネス強化を図っていきま
す。具体的には、既存設備の回線集約化など保守サービス
体制の整備、次世代ネットワーク構築への参入に向けた人材
の育成、移動体通信におけるFMC（ Fixed Mobile
Convergence）への対応等により、新しいビジネスの開拓
を進めていきます。

Ｑ　Ｎｏｎ-ＮＴＴビジネスの事業の方針は？

ＮＣＣ向け事業では、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶを中心とした光アク
セス関連工事や３Ｇエリア拡大へ向けた基地局建設などの移
動通信系キャリア関連工事が、引き続き増加基調にあります。
当社はホールディングス体制の利点を活かし、人員の適正配
置によって全国的な営業・施工体制の充実を図ることにより、
積極的な受注拡大を目指していきます。
またＩＴソリューションビジネスでは、「通信建設系ＳＩｅｒの
ＮＯ．１企業」を標榜しており、企業がＩＰ技術を用いて事業改
革を進める際に、ネットワークを核としたオリジナルなソリュー
ションを提案していきます。つまり、通信建設工事で長年培
ったトラヒック理論に裏打ちされたネットワーク技術を強み
として、「施工の商品化」（設計～施工～保守に至る通信建設
技術をＳＩｅｒとして活かしたソリューションのブランド化）に重
点を置き、事業の成長を図っております。具体的には、ＰＣ
とモバイル端末を連携させ、遠隔監視や社員の情報共有に
よる生産性向上を目指したシステムなどで着実に実績が拡

大しています。今後さらに、プロフェッショナルな知識経験を
持つ人材の採用や、Ｍ＆Ａ、アライアンスなどによって、業
容拡大を加速していきます。

Ｑ 「コムシス式カイゼン」の成果はあがっていますか？

グローバルな競争で培われた製造業のカイゼンのＤＮＡ
を、グローバルにさらされていない建設業に注入し、建設業
の生産性を飛躍的に向上させることが「コムシス式カイゼン」
の核心です。具体的にはITシステムの活用によって、工事を
担当する複数の会社がリアルタイムに作業状況をオフィスで
情報共有し、臨場感を深めることにより無駄を省き、1工事
あたりの施工時間を半減することができた実績を持っており
ます。また、倉庫管理システムの導入により、材料取り出し
の効率化や在庫量の半減を実現した実績もあります。これら
の効果を具体的に経営指標に反映できるよう、今後さらに生
産性の向上とコストダウンの実現に注力していきます。

中間数値目標
2007年3月期（実績） 2009年3月期（目標値） 増減率

売上高 3,365億円 3,450億円 2.5％
Non-NTTビジネス売上比率 40.4％ 46.4％ +6ポイント
営業利益率 5.7％ 5.8％ +0.1ポイント

中間経営計画のビジョン
1. NTTビジネスは、売上高1,900億円を維持する
2. Non-NTTビジネスは、2009年3月期に売上高1,600億円を目指す
3. Non-NTTビジネス売上高比率50％の目標は維持する
4. 営業利益率6％以上を目指す
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Ｑ　ＣＳＲに関する取り組みは？

コムシスグループでは、「各ステークホルダーから『最良の
選択』と評価される企業グループとなる」ことを目指しており
ます。そのため社会の一員として、経済的社会貢献を含め社
会的責任を積極的に果たすために、コンプライアンス、コー
ポレート・ガバナンス、リスク管理、内部統制、情報開示、情
報保護、セキュリティ対策、地域貢献、環境保全等のテーマ
を対象としてＣＳＲ活動に取り組んでおります。
今後は、環境保全分野で主に循環型経済に貢献すべく、コ

ムシスグループの社員およびＯＢの経験や能力を活かす参加
型の社会貢献の充実を目指していきたいと考えております。

Ｑ　最後に、株主、投資家に向けて、社長からの抱負と決意
をお願いします。

今後も、コムシスグループを取り巻く市場環境は厳しい状
況が続くと予想されますが、引き続き経営改善施策と事業の

拡大に取り組み、永続的に成長し続ける企業体質の確立に
全力を傾注してまいります。
特に今期はコムシスホールディングス創立４年目を迎え、
草創期の最後の年と位置づけ、草創期に得られたノウハウを
組織の力となるよう整理し、次にコムシスグループに参加す
る仲間のための環境整備をすることにしています。また、主
力のＮＴＴ関連ビジネスに並ぶ新たな事業の柱を確立すべ
く、Ｍ＆Ａを含めた戦略的投資に積極的に取り組み、事業拡
大を急ぐ所存です。
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひ
とつと認識しております。具体的には、配当金については安
定的・継続的な配当を基本として、業績連動にも配意し、お
おむね２０％～２５％の連結配当性向を維持していくこととし
ております。また、自己株式の取得についても、株主の皆様
への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した機動的な
資本政策を可能とするため、更に取り組んでいきたいと考え
ております。
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事業概要

NTT情報通信
エンジニアリング事業

電気通信
エンジニアリング事業

社会システム関連事業等

ITソリューション事業

NTTグループ向けの電話通信回線の敷設や交換設備、無線中継基地局

の建設など、通信インフラ基盤整備業務を中心とするNTT情報通信エン

ジニアリング事業は重要なコアビジネスとして、最大の売上構成比を占

めております。

電気通信エンジニアリング事業では、NTTグループ以外の電気通信

事業者向けに通信設備や付帯設備の工事、一般顧客向けにオフィスビ

ルをはじめ各種商業施設、公共施設、工場、マンション、一般住宅な

どの電気設備の設計施工を広く行っております。

ITソリューション事業では、蓄積したノウハウと最先端のネットワー

ク技術を融合させて、お客さまの業務に最適なシステムインテグレー

ションの企画提案から保守サービスまで、IT分野のトータルソリュー

ションサービスを提供しております。

社会システム関連事業等では、一般のビルや公共施設の建設、土木工

事、警備システム、風力発電やコージェネレーションシステムなどの

環境関連工事などを行っており、高速道路の運行や航空交通支援にも

深く関わっております。

事　業　内　容
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〈P10～11〉

セグメント売上高 事　業　領　域

グループ会社のビジネス領域
日本コムシス
グループ

サンコム
グループ

TOSYS
グループ

セグメント売上高

2,006 億 93百万円　前期比 9.0％増
売上構成比　59.6％

セグメント売上高

778億 20百万円　前期比 7.8％増
売上構成比　23.1％

セグメント売上高

378億 55百万円　前期比 23.3％増
売上構成比　11.3％

セグメント売上高

201億 51百万円　前期比 1.7％減
売上構成比　6.0％

● 通信線路工事
● 通信土木工事
● 交換設備工事
● 伝送無線工事
● 移動通信工事

● NI系ソリューション
● SI系ソリューション
● 各種ソフトウェアの開発、受託
● 保守

● 一般土木工事 
● 建築、建築付帯設備工事 
● エコソリューション

● NCC向け電気通信設備
● NCC向け移動通信工事
● 一般電気設備工事
● 電線共同溝
　 （C・C・BOX）工事

59.6%

23.1%

11.3%

6.0%
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市場環境と施策
2007年3月期は、NTTドコモ事業では携帯電話番号ポー
タビリティ制度※の導入を背景とした関連工事が大幅に増加
しました。特に下期はFOMAの品質向上、エリア拡大のた
めの短納期の工事が急激に増加しましたが、コムシスグル
ープでは工事量の増加に確実に対応し、売り上げの増加に
つなげました。また、NTT事業では2010年のBフレッツ
（光ブロードバンドアクセス）加入3000万件を目指し、光
ファイバ関連工事が増加しています。日本コムシスでは、
これらの工事に効率的に対応するため、首都圏エリアにお
ける施工会社の集約と施工エリアの再編を行いました。ま
た、四国及び北海道エリアにおいても施工会社の完全子会
社化による施工体制の強化を図りました。

※ 携帯電話の加入者が別の事業者（キャリア）に契約を切り替えて
も、元の番号がそのまま使える制度およびシステム。

営業概況：NTT情報通信エンジニアリング事業 〈P12～13〉

セグメント売上高は、2,006億93百万円で前期比9.0％増となり、売上構成比は59.6％となりました。

当期の業績
NTT情報通信エンジニアリング事業の2007年3月期の売
上高は、2,006億93百万円となり、前期比165億76百万円、
9.0％の増加となりました。売上構成比は59.6％で、前期
より0.3ポイント低下しました。

今後の展望
NTT事業、NTTドコモ事業のマーケットは、2008年3月
期以降、インフラ投資が減少傾向に向かうと予測していま
す。コムシスグループでは、これまでのインフラ構築に加
え、次世代ネットワーク(NGN*)、周辺ビジネス、保守業務
など新たな事業分野の拡大へ積極的に取り組み、継続して
売上を確保していきます。

* NGN（Next Generation Network）：固定電話のように安心で
高い信頼性を持ち、なおかつIPネットワークの自由度を目指した、
次世代のネットワークです

市場環境と施策
2007年3月期の市場環境は、電気通信分野は光化・IP化
の急速な進展を背景に、固定・移動、放送・通信などのサ
ービス融合化が一段と加速するとともに、新たなビジネス
モデル創出の進展、多様な顧客ニーズに対応したサービス
の向上など、情報通信市場の構造や競争・投資の構造は大
きく変化してきました。
コムシスグループは、キャリア系ビジネスに携わってい
た技術者を、2006年4月1日付で日本コムシスからサンワ
コムシスエンジニアリングに転籍（153名）いたしました。
これにより、キャリア系事業の体制を強化し、業容拡大を
図りました。

営業概況：電気通信エンジニアリング事業 〈P14～15〉

セグメント売上高は、778億20百万円で前期比7.8％増となり、売上構成比は23.1％となりました。

当期の業績
電気通信エンジニアリング事業の2007年3月期の売上高
は、778億20百万円となり、前期比56億51百万円、7.8％
の増加となりました。売上構成比は23.1％で、前期より
0.4ポイント低下しました。

今後の展望
情報通信分野における競争の激化にともない通信事業者
各社の設備投資が活発になっています。コムシスグループ
としては今後も、NCCビジネスの再構築により、これまで
の成長性に加え、全国営業・施工体制をより一層強化する
ことにより、更なる事業拡大へ取り組み、成長を確実なも
のといたします。
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市場環境
近年では、特に「IP電話」「映像監視」「セキュリティ」などと
いったネットワークソリューション、モバイルを活用した
営業支援システムの開発などのシステムソリューションな
ど、ソフトウェア技術と通信技術を融合したトータルなサ
ービスへのニーズは引き続き高まりつつあります。コムシ
スグループでは、ＩＰ電話ソリューション「ｃｏｍｓｉｐ」
等のコムシスブランドの確立によるＩＰ分野への事業拡大
や、高度化・多様化するお客様ニーズに即応できる高スキ
ル技術者集団の育成によって、ＩＴソリューション事業の
拡大を目指しております。2006年７月には、日本コムシ
スのITビジネス事業本部において、「ｃｏｍｓｉｐ」の受注
拡大に向けて開発・営業・SEまでを一元体制としたIP電話
推進部門を新設し、推進体制を強化しました。

営業概況：ITソリューション事業 〈P16～17〉

セグメント売上高は、378億55百万円となり、前期比23.3％の増加となりました。売上構成比は11.3％となりました。

当期の業績
ITソリューション事業の2007年3月期の売上高は、378
億55百万円となり、前期比71億54百万円、23.3％の増加
となりました。売上構成比は11.3％で、前期より1.3ポイ
ント増加しました。

今後の展望
日本コムシスが提供している、ＩＰ電話ソリューション

「ｃｏｍｓｉｐ」とNTTドコモの携帯電話「FOMA」を活
かした「モバイルオフィスワークスタイル」が、約1000
人規模で情報が共有でき、コミュニケーションの活性化や
業務の効率化を図っている点で評価され、「MCPC award
2007」において特別賞を受賞しました。今後も、コムシ
スグループの強みであるネットワークの設計・施工のノウ
ハウを活かした「施工の商品化」に重点を置き、事業の拡
大を図っていきます。

市場環境と施策
社会システム関連事業等では、一般のビルや公共施設の
建設、土木工事、警備システム、風力発電やコージェネレ
ーションシステムなどの環境関連工事などを行っており、
高速道路の運行や航空交通支援にも深く関わっております。
国土交通省や地方自治体で実施している町並み整備の電線
地中化や、全国を光ケーブルネットワークで結ぶ情報BOX
工事など、長年日本の電気通信網構築を支え続けてきた当
社グループにとって、新しいビジネスチャンスにつながる
案件も増加しています。
日本コムシスでは、事業の拡大と効率的な事業運営を一
層強化するため、2006年4月に「社会基盤事業本部」を設
立し、全国の土木スキル者を集め技術提案営業の強化及び
技術の継承、収益力の向上を図りました。

営業概況：社会システム関連事業等 〈P18～19〉

セグメント売上高は201億51百万円で前期比1.7％の減少となりました。売上構成比は6.0％となりました。

当期の業績
社会システム関連事業等の2007年3月期の売上高は、セ
グメント売上高は201億51百万円となり、前期比マイナス
3億45百万円、1.7％の減少となりました。売上構成比は
6.0％で、前期より0.7ポイント低下しました。

今後の展望
今後もパートナー会社との連携強化によるインフラ営業
の強化、支店と連携した地方自治体への営業強化、さらに
PFI事業等への進出など新たなマーケット開拓により、業容
の拡大を図っていく考えです。
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コーポレート・ガバナンスに関する
基本的な考え方

コムシスグループは経営理念を達成するための前提として、
コーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう環境を整えて
いくことが重要であると考えております。経営管理体制及び
内部統制システムを強化し、株主・投資家の皆様への積極的
なIR活動の推進に努めるなど、コーポレート・ガバナンス充実
のための取り組みが経営の最重要課題の一つであると認識
しております。

会社の機関の内容
（１）会社の機関の基本説明
当社グループは、監査役設置会社制度を採用しております。
取締役会は10名の取締役によって構成され、月1回の定例取
締役会と必要に応じて開かれる臨時取締役会において、法令
で定められた事項および経営に関する重要事項について意思
決定を行っております。社外監査役を含む監査役5名は取締
役会に常時出席し、業務執行上の課題について意見を述べる
とともに、取締役の業務執行を監査しております。なお、社外
取締役は選任しておりません。
取締役会付議事項を含むグループ内の重要な意思決定事
項については、「グループ会社運営基準」に基づき、取締役全員
及び常勤監査役で構成されている月２回の経営会議で審議検
討しております。

（２）会社の機関の内容
当社は、従来からコンプライアンス委員会を設置し、コムシ
スグループのコンプライアンス体制を統括し、グループのコン
プライアンス・マインドの向上、コンプライアンス体制の構築に
取り組んでおります。また、内部監査部を10名に増員し、当
社及びコムシスグループ各社に対する内部監査方針を策定し
内部監査を実施しております。
更に、「アドバイザリーボード」を設置しており、コーポレート・
ガバナンス等に関する助言・提言を受けて事業運営に反映さ
せております。
ＣＳＲ活動については、コムシスグループ全体を統括する
ＣＳＲ委員会を設置し、コンプライアンス、コーポレート・ガバナ
ンス、リスク管理、情報開示、情報保護、セキュリティ対策、社会
貢献、環境等をテーマ対象として活動に取り組んでおります。

内部統制システムの整備の状況
当社は定例取締役会と必要に応じ臨時取締役会を開催し、
法令で定められた事項及び経営に関する重要事項について意
思決定を行う体制としております。取締役会付議事項を含む
グループ内の重要な意思決定事項については、経営会議及び
取締役会で審議報告しており、取締役会の決定に基づく業務
執行については、四半期ごとに担当取締役が取締役会に報告
しております。
業務執行の効率化を図るため、セキュリティを確保した多用
な情報システムを導入し、最新の経営情報を全社員が共有で
きる仕組みの構築に取り組んでおります。
コムシスグループにおける業務適正を確保するため、当社
に設置したＣＳＲ委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理
委員会等によりコムシスグループを統括し、グループの情報の

コーポレート・ガバナンス 〈P20～23〉

共有化を図り、その方針がコムシスグループ各社に浸透するよ
う努めております。
また、コムシスグループ各社の社長で構成される「コムシス
グループ社長会」を定期的に実施し、経営方針・施策の周知徹
底を図っております。
当社は、コムシスグループ各社に対し、「グループ会社運営
基準」を適用し、当社への審議・報告制度を軸とした管理とモ
ニタリングを実施する体制をとっております。
なお、総務人事部に内部統制プロジェクト要員５名を配置
し、グループ内の内部統制システムの整備に当たっております。

内部監査及び監査役監査の状況
監査役会は、社外監査役３名を含む５名により構成されて
おり、運営に関しては、その任命を含む人事及び取締役からの
独立性の確保を図る体制をとることとしております。
当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について
取締役及び使用人は監査役に報告することとしております。ま
た、監査役は、いつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対
して、前記の報告やその他必要な報告を求めることができる
体制をとっております。
監査役が定例及び臨時の取締役会、経営会議、ＣＳＲ委員
会、リスク管理委員会等社内の重要会議に定例メンバとして出
席し、業務執行状況について意見を述べる体制を整備してお
ります。また、業務執行の課題等について、社長との定例的な
ミーティングを開催しております。
更に、当社監査役はコムシスグループ主要会社の監査役と
定例的会議を開催し連携を密にして監査の実効性を確保して
おります。監査役が内部監査部や会計監査人と緊密な連携等
を図ることにより、監査役会が策定した監査計画に従い、業
務執行状況に関し、適正かつ効率的に行われているかを常に
監視できる体制を築いております。

リスク管理体制の整備の状況
当社は、激しく変化する事業環境の中で、企業価値の維
持・増大を図るためには、当社を取り巻くさまざまなリスクを
適切に管理することが重要であると認識しており、包括的にコ
ムシスグループ全体を統括する「リスク管理委員会」を設置して
おります。「リスク管理基本方針」等を策定し、コムシスグループ
各社を含め、リスクマネジメントを推進する体制をとっています。
また、コムシスグループ各社においても、同様の委員会等を
設置し、それぞれの業務リスクに応じて必要な対応を行うこと
により、存在するリスクの最小限化に努めております。例えば、
ＩＳＯ9001、ＩＳＯ14001、ＣＯＨＳＭＳ（建設業労働安全衛生マ
ネジメントシステム）、ＩＳＭＳ、プライバシーマーク等の各マネジ
メントシステムについても、それぞれの業務実態に応じて運用
し、認証を取得、維持することにより、それぞれの業務リスクへ
の対応を行っております。

情報開示と説明責任の強化
当社は、株主・投資家の皆様をはじめ、あらゆるステークホル
ダーの当社に対する理解を推進し、その適正な評価のために、
当社に関する重要な情報の適時・適切な開示に努めております。
当社では、受注・売上・手持工事残高状況について月次で情
報を開示しているほか、四半期ごとの決算発表を行っており
ます。会社説明会については半期ごとの決算発表に合わせて
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実施し、業績や今後の見通しについて具体的な説明を行って
おります。また国内外の投資家・アナリストの方 と々の個別ミー
ティングやスモールミーティングにつきましても積極的に実施
しております。
また、IRホームページの充実を図り、プレゼンテーション資
料やニュースリリースなどを適時かつ分かりやすい形で掲載す
るよう努めております。

個人情報保護への対応
コムシスグループは、お客様と社会の信頼を得るためには

個人情報等を適切に保護・管理することが重要であると認識
し、包括的にコムシスグループ全体を統括する「個人情報保護
運営委員会」を設置するとともに、「個人情報保護方針」等を策
定し、コムシスグループ各社を含め、情報セキュリティ管理に万
全を期する体制をとっております。
また、コムシスグループ各社においても、同様の委員会等を
設置するとともに、ＩＳＭＳやプライバシーマークのマネジメント
システムを運営し、認証の取得・維持を行うことによって個人情
報の保護に努めております。

体制
コムシスグループの業務執行体制、経営監視及び内部統制を図式化すると概ね次のとおりとなります。

代表取締役社長
島田　博文

代表取締役副社長
日本コムシス株式会社　代表取締役社長

取締役
サンワコムシスエンジニアリング株式会社
代表取締役社長
野田　馨

取締役
三浦　秀利

取締役
潮田　邦夫

取締役
冨永　秀一

取締役
宮脇　良秋

取締役
相上　義明

取締役
三又　善博

取締役
新美　英樹

取締役および監査役（2007年6月28日現在）

常勤監査役
梶山　正英

監査役
柴田　悦男

監査役

監査役
後藤　邦彦

監査役
後藤　健

＊監査役　 、後藤　邦彦、
後藤　健の3氏は社外監査役です。
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CSRに関する基本的な考え方
コムシスグループは、「情報通信の総合エンジニアリング
企業として、豊かな高度情報社会の発展に貢献する」という
企業理念の下、「コンプライアンス規程」の遵守、内部統制シ
ステムの構築などを徹底し、各ステークホルダーから信頼さ
れ、愛される企業であることを目指しております。

CSRの実践体制
コムシスグループが社会の一員として、社会貢献を含む経
済的及び社会的責任を積極的に果たすために、ＣＳＲ（企業の
社会的責任）活動について、コムシスグループ全体を統括す
る「ＣＳＲ委員会」を設置しております。ＣＳＲ委員会では、コ
ンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、リスク管理、情
報開示、情報保護、セキュリティ対策、社会貢献、環境等の
テーマを対象としてＣＳＲ活動に取り組んでおります。
コムシスグループのCSRの取り組みは、以下のとおりです。

環境面での取り組み
コムシスグループは、風力発電などの新エネルギーシス
テムの構築やビルの熱効率を高める空調ダクトクリーニン
グ、省エネルギーに関するサービスや廃棄物リサイクルなど、
環境負荷低減に直接貢献できる事業を展開しております。
また、事業を行う上では、電気使用量の削減、業務用車両
の低公害車への転換、建設現場からの廃材の100%リサイク
ル化など環境負荷低減に積極的に取り組んでおります。設
計施工案件では、環境負荷低減設備や太陽光発電・風力発電
などの新エネルギー導入の提案などに達成目標とスケジュ
ールを定めてプログラムを実行しております。

企業の社会的責任（CSR） 〈P24〉

社会貢献面での取り組み
コムシスグループは、展開している事業を通し、生活を支え
るインフラの構築、生活環境の整備や向上など、直接社会に
貢献しておりますが、身近な社会貢献活動も行っております。
例えば、「くるまこども110番」活動では、各種工事や営業
活動で日頃から業務に活用している車両に警視庁のシンボ
ルマスコットをデザインしたステッカーを貼って走行するこ
とで、犯罪発生の抑止効果を狙います。また、こどもが事件
などに巻き込まれて車両に助けを求めてきた際には緊急避
難先として活用するほか、走行中に犯罪発生現場などを目撃
した際にも、すすんで警察に通報するといった活動を展開し
ております。
また、森林保全活動も積極的に実施しております。コムシ
スグループ社員が中心となって結成した「森林サポーター」を
発足し、募金活動や環境保全のための活動を行っております。
2006年8月には栃木県霧降高原で、2007年4月には埼玉
県鎌北湖地内において植樹活動を行っております。これらの
活動により、地域住民との交流及び地域社会との協調と連携
を深めております。

今年度よりコムシスグループ企業における全社員のCSR
に関する意識向上を目的としてCSR大賞を創設し、コムシス
グループのビジョンに基づき、社会貢献活動や環境保護活動
を通じて、企業価値の向上を進めていきます。



11

新型転動型制振装置（TRMD : Tuned Rotary－Mass
Damper）の開発及び導入
風や車両の通行等に起因し、道路上の構造物は共振現象
を起こします。これにより、構造物は特に基部の金属疲労に
よる劣化で寿命が低下し、また、構造物上の付帯設備へも悪
影響を与える恐れがあります。
日本コムシス開発のTRMDは、構造物の振動周波数に正
確に同調し、この共振現象による構造物の揺れを素早く抑制、
振動時間を短縮させることで、この問題を解決します。
グラフは、既設門型構造物におけるTRMD取付前後の振
動測定結果の波形を比較したものです。取付前と取付後を
比較すると、振動開始から5秒後の揺れの大きさ（加速度）が
1/3に低減され、振動継続時間についても55秒から19秒へ
約1/3に短縮されており、確実に構造物の揺れが抑制できて
いることを示しています。

研究開発 〈P25〉

コムシスグループでは、主要事業である電気通信設備工事事業を効率的かつ安全に遂行するための研究開発をベースに、
電話時代からIPブロードバンド時代への急速な変革に合わせ、市場開拓戦略に対応した新分野技術及び経営合理化につながる
システム開発などを重要課題として研究開発を進めております。
当連結会計年度における研究開発費は、1億90百万円でした。
研究開発は、日本コムシス株式会社の技術研究開発センタ及び東日本システム建設株式会社の技術開発センタとで行って
おり、主な研究開発成果は次のとおりです。

資材盗難防止システム「御用ダ！！」
世界的な建設ブームのあおりを受け、金属資材機器等の盗
難が多発しており、社会問題化しています。当社も全国に数
多くの工事現場を抱えており、これら現場における資機材の
盗難を防止するための盗難防止システムを開発しました。
「御用ダ！！」は、工期の短い工事現場や小規模な資材置き
場においても手軽に設置、運用できることをコンセプトに企
画・開発され、威嚇機能と通報機能を持ちます。
「御用ダ！！」の設置は、資機材に振動センサー付き無線IC
タグを貼り付けるだけです。タグは資機材盗難時の振動を検
知すると無線発信し、これを受信した親機は警報機や警告灯
で犯人を威嚇すると同時に異常状況を登録先へ電子メールで
通報します。
主な特徴は以下のとおりです。
1. センサー（タグ）は無線式なので配線工事不要で容易に
設置できます。

2. 親機1台につき、タグを複数個設置できます。
（最大20個）
3. バッテリー駆動式なので電源が確保できない場所でも
使用できます。

4. 通報は携帯電話によるパケット通信で行うので別途回
線は不要です。

5. その他、車両や設備などに対するいたずら防止にも応
用できます。
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沿革
日本コムシスは、第2次世界大戦後大きく遅れている通信
設備の整備には、民間企業の資本を活用した大工事会社の
設立が急務であるとの要請を受け発足しました。日本のラ
イフラインの基幹を創る一大公共事業ということから、当時
の経済界をリードするそうそうたる顔ぶれと有力大企業が発
起人として結集し、1951年、日本通信建設株式会社として設
立いたしました。

事業の概況
日本コムシスグループは、事業の拡大と効率的な事業運
営を一層強化するため、2006年4月の組織改正では、「社会
基盤事業本部」を新設し、全国の土木スキル者を集め技術提
案営業の強化及び技術の継承、利益向上の図れる体制を構
築しました。また、7月には、ITビジネス事業本部において、
当社のIP電話ソリューション「comsip」の受注拡大に向けて
開発・営業・SEまでを一元体制としたIP電話推進部門を新設
し、推進体制を強化しました。さらに、「コムシス式カイゼン」
の全社展開に向けてカイゼンプロジェクトチームを組織化
し、継続的な取り組みを行っていく体制を構築しました。
また、日本電信電話株式会社（NTT）が目指す2010年の光
3000万加入の実現に向け急増する光サービス工事に効率的
に対応するため、首都圏エリアにおける光サービス工事など
の施工会社の集約と施工エリアの再編を行いました。四国
及び北海道エリアにおいても施工会社の完全子会社化によ
る施工体制の強化を図りました。

事業会社の概況―日本コムシスグループ 〈P26-27〉

当期の業績
受注高については、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモからの
携帯電話番号ポータビリティ関連工事や品質向上、エリア拡
大工事の受注及びNTTからのBフレッツ関連工事が引き続き
好調に推移したことなどにより、2,521億47百万円（前期比
5.9%増）となりました。売上高も、堅調な受注を反映し、携
帯電話番号ポータビリティ関連工事やBフレッツ関連工事の
完成が増加したことなどにより、2,572億69百万円（前期比
8.9%増）となりました。当期純利益についても、投資有価証
券評価損や特別退職金など特別損失を22億10百万円計上し
ましたが、96億84百万円（前期比7.0%増）となりました。

Topics

「モバイルオフィスワークスタイル」が「MCPC award
2007」特別賞を受賞
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事業の概況
サンワコムシスエンジニアリンググループは、キャリア系
事業、メーカー・ベンダー関連事業、通信・電気等コンストラ
クション（官公庁・民需）事業の三本柱を中心に、営業戦略会
議における市場の分析の強化、事業毎の収支を明確にする
ため月次管理の徹底、さらには子会社、関連会社も含めたグ
ループ経営会議での収支分析、情報共有などにより、お客様
へ最良のサービスをワンストップで提供することによる事業
の拡大と効率的な事業経営を図ってきました。また、当期か
ら「サンコム式カイゼン」を導入し、現場の問題解決・仕事の
効率化を図ることでコスト競争力を高めることに全社一丸と
なって取り組んでおります。組織体制面では、キャリア系事
業の業容拡大・充実を図るため、2007年1月に北陸営業所
を支店へ改組することにより全国レベルでのより強固な営
業、施工体制を構築しました。

事業会社の概況―サンコムグループ 〈P28-29〉

業績
受注高は、携帯電話番号ポータビリティによるキャリア系
事業の基地局増設工事等が好調であることにより、656億
53百万円（前期比15.9%増）、売上高も、637億3百万円（前
期比11.7%増）となりました。当期純利益についても、厚生
年金基金脱退一時金など特別損失を8億21百万円計上しま
したが、本社ビル売却益など特別利益8億47百万円を計上
したことにより、18億1百万円（前期比201.1%増）となり、
大幅に前期を上回ることができました。

事業の概況
東日本システム建設グループは、「立ち止まらずに　さら
なる光を」をスローガンに掲げ、最大の得意先である東日本
電信電話株式会社の「Bフレッツ」サービスの拡大に対応する
施工体制の強化を強力に進めるとともに、ITソリューション
事業の完全自立化を目指した事業の選別とリソースの最適化
等にも努めてきました。併せて、「TOSYSカイゼン」をスター
トさせ、その積極的推進と定着化を進め、コスト削減を図っ
てきました。

事業会社の概況―TOSYSグループ 〈P30-31〉

業績
受注高は、Bフレッツの需要増及びドコモ関連事業の拡大
などにより、306億55百万円（前期比5.2%増）となりました。
売上高も295億31百万円（前期比4.2%増）となっております。
当期純利益は、4億15百万円（前期比83.6%増）となりました。

Topics

既存の基地局に太陽光発電システムを導入し、環境配慮
タイプ基地局（エコ基地局）を設置しました。

Topics

通常の電気設備工事とは異なる、特別高圧変電所と風力
発電設備を設置する工事を完工しました。
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コムシスグループの組織体系（子会社の紹介） 〈P32〉

コムシスグループ（当社及び当社の関係会社）は、電気通信建設工事業を中心とする「電気通信設備工事事業」及び情報処理関
連事業等の「その他の事業」を主な事業として行っており、2007年3月期における連結子会社数は、31社になります。

（注）1 東京通建株式会社と日電通信工業株式会社は、平成18年4月1日に東京通建株式会社を存続会社として合併しました。
2 國際電設株式会社と荘司通信工業株式会社は、平成18年10月1日に國際電設株式会社を存続会社として合併しました。

日本コムシス株式会社

住所：
〒108-0074
東京都港区高輪3-23-14

設立：1951年12月
従業員数：
連結　5,211人
単独　3,339人

URL：
http://www.comsys.co.jp/

連結子会社数：15

連結子会社：
東京通建㈱
日東通建㈱
オーティエンジニアリング㈱
中央・C㈱
國際電設㈱
㈱サンネットコム
コムシスネット㈱
コムシスビジネスサービス㈱
コムシステクノ㈱
コムシス通産㈱
コムシスシェアードサービス㈱
㈱大栄製作所
コムシス東北テクノ㈱
コムシス関西エンジニアリング㈱
コムシス九州エンジニアリング㈱

サンワコムシスエンジニアリング
株式会社

住所：
〒153-0042
東京都目黒区青葉台3-6-17

設立：1947年9月
従業員数：
連結　1,287人
単独　695人

URL：
URL：http://www.sancom-eng.co.jp/

連結子会社数：6

連結子会社：
三和電子㈱
㈱エス・イー・シー・ハイテック
㈱三和サポートエンジ
㈱ロードテクノ
㈱エス・イー・エム
㈱サンネクト

東日本システム建設株式会社

住所：
〒381-0193
長野県長野市若穂綿内字東山1108番地5

設立：1960年1月
従業員数：
連結　1,302人
単独　422人

URL：
http://www.tosys.co.jp/

連結子会社数：7

連結子会社：
㈱トーシス長野
㈱アルスター
㈱トーシス新潟
㈱トーシスアクティス
チューリップ警備㈱
チューリップライフ㈱
喜元建設㈱

コムシスホールディングス株式会社
（2007年3月31日現在）
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当社グループの概要
コムシスホールディングス株式会社は、2003年9月29日、
日本コムシス株式会社、株式会社三和エレック（現サンワコ
ムシスエンジニアリング株式会社）および東日本システム建
設株式会社の3社の株式移転により完全親会社として設立
し、当社を持株会社とする「コムシスグループ」が発足しまし
た。当社グループは上記3社に加え、子会社43社および関連
会社15社から構成され、電気通信建設工事業を中心とする
「電気通信設備工事事業」および情報処理関連事業などの「そ
の他の事業」を主な事業内容としております。
２００7年３月期（当期）における連結子会社は３１社で、持

分法適用会社はありません。

概況
当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益
による設備投資の増加や雇用情勢の改善等による個人消費
の緩やかな回復、また、米国や中国をはじめとする海外の景
気拡大による輸出増に支えられ、景気は拡大基調で推移し
ました。
当社グループを取り巻く情報通信の分野においては、「ｕ-
Japan政策」が目指すユビキタスネット社会の実現に向けて、
ブロードバンド・ゼロ地域の解消や超高速ブロードバンドに
よる世帯カバー率90％以上といった整備目標を掲げた「次世
代ブロードバンド戦略2010」が公表されるなど、官民連携
によるブロードバンドの普及拡大が一層進むものと思われま
す。更に光アクセスサービスの利用拡大に併せて、IP電話や
ブロードバンド放送、音楽配信等のブロードバンドビジネス
も拡大しています。また、移動通信分野においても、携帯電
話番号ポータビリティの導入による競争激化や市場が成熟す
る中、ワンセグ放送、音楽配信の強化、モバイルショッピング
の充実、おサイフケータイ等の金融サービスへの進出など、
新たな成長を求めたサービス競争が展開されています。こ
のように、ネットワークのブロードバンド化やユビキタス化、
通信と放送の融合などの変化の中で通信事業者間や他業者
との競争がますます熾烈化しています。
このような環境下、当社グループは、①統括事業会社間の
事業分野の見直しとそれに伴う人員の再配置等の事業再編
を実施するなど、「事業の選択と集中」による経営統合のシナ
ジー効果の最大化、②ＩＰ電話ソリューション「ｃｏｍｓｉｐ」等の
コムシスブランドの確立によるＩＰ分野への事業拡大や、高度
化・多様化するお客様ニーズに即応できる高スキル技術者集
団の育成による「ＩＴソリューションビジネスの拡大」、③経理
や給与等の共通業務のオペレーションの集約による人件費
の削減や集中購買による材料費の削減、また、「コムシス式
カイゼン」等による抜本的な仕事の見直しによるコスト競争
力の強化、光サービス工事における施工会社の再編などの
「経営改善施策の推進」にグループをあげて取り組んできま
した。

経営陣による財政状況と業績の評価および分析 〈P34-38〉

受注高
受注高は、ＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業及び電気
通信エンジニアリング事業における携帯電話番号ポータビ
リティ関連工事やＢフレッツ関連工事の受注が堅調に推移し
たことにより、3,341億72百万円（前期比7.8％増）となりま
した。

損益の状況
売上高は、堅調な受注を背景に、事業再編による各統括事
業会社間の人員の再配置、協力会社を含めた施工体制の強
化等を行い急増した工事量に対応できたことにより、3,365
億19百万円（前期比9.4％増）となりました。なお、売上高に
占めるＮＴＴグループ関連ビジネス事業の割合は当期におい
て59.6％となっております。売上原価は競争の激化、工事の
小規模化などの影響により、2,950億97百万円（前期比
9.1％増）となり、原価率は87.7％と前期より0.3ポイント下
回りました。販売費及び一般管理費は「コムシス式カイゼン」
の推進、協力会社との役割分担見直し、業務集約化などによ
り、222億8百万円となり前期より8.0％上昇しました。ま
た、販管比率は前期を0.1ポイント下回る6.6％となりました。
これらにより、営業利益は192億14百万円（前期比17.7％増）
となり、営業利益率は前期より0.4ポイント改善し5.7％とな
りました。当期純利益は、厚生年金基金脱退一時金や投資
有価証券評価損など特別損失を36億56百万円計上しました
が、固定資産売却益や投資有価証券売却益など特別利益20
億3百万円を計上したことにより、123億82百万円（前期比
23.4％増）となりました。売上高当期純利益率は3.7％と、
前期から0.4ポイント改善しました。

事業区分別の受注高と売上高
事業区分別の受注高と売上高は下記のとおりです。 （単位：百万円）

受注高 売上高
NTT情報通信エンジニアリング事業 203,131 200,693
電気通信エンジニアリング事業 75,260 77,820
ＩＴソリューション事業 37,220 37,855
社会システム関連事業等 18,561 20,151
合　　計 334,172 336,519
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サンコムグループ （単位：百万円）

金額 前期比
受注高 65,653 （15.9％）
売上高 63,703 （11.7％）
営業利益 2,750 （108.7％）
当期純利益 1,801 （201.1％）
（注）各グループ間の内部取引の相殺消去はしていない。

3統括事業会社グループの業績
日本コムシスグループ
受注高は、携帯電話番号ポータビリティ関連工事や品質向
上、エリア拡大工事の受注及びＢフレッツ関連工事が引き続
き好調に推移したこと等により、2,521億47百万円（前期比
5.9％増）となりました。売上高についても、堅調な受注を反
映し、携帯電話番号ポータビリティ関連工事等やＢフレッツ
関連工事の完成が増加したこと等により、2,572億69百万
円（前期比8.9％増）となりました。営業利益は、売上高の増
加及び「コムシス式カイゼン」によるコスト削減等の業務改善
に全社で取り組んだ結果、155億75百万円（前期比8.0％増）
となりました。また当期純利益についても、投資有価証券評
価損や特別退職金など特別損失を22億11百万円計上しまし
たが、96億84百万円（前期比7.0％増）となりました。

サンコムグループ
受注高は、携帯電話番号ポータビリティによるキャリア系
事業の基地局増設工事等の好調により、656億53百万円（前
期比15.9％増）、売上高は、637億3百万円（前期比11.7％
増）となりました。営業利益は、売上高の増加および月次ベ
ースでの利益管理の徹底及び経費削減策等の効果によって、
営業利益は27億50百万円（前期比108.7％増）となりました。
また当期純利益は、厚生年金基金脱退一時金など特別損失
を8億21百万円を計上しましたが、本社ビル売却益など特別
利益8億47百万円を計上したことにより、当期純利益は18
億1百万円（前期比201.1％増）となりました。

TOSYSグループ （単位：百万円）

金額 前期比
受注高 30,655 （5.2％）
売上高 29,531 （4.2％）
営業利益 885 （59.7％）
当期純利益 415 （83.6％）
（注）各グループ間の内部取引の相殺消去はしていない。

TOSYSグループ
受注高は、Ｂフレッツの需要増及びドコモ関連事業の拡大
などにより、306億55百万円（前期比5.2％増）となり、売上
高についても295億31百万円（前期比4.2％増）となりました。
営業利益は8億85百万円（前期比59.7％増）、当期純利益は
4億15百万円（前期比83.6％増）という結果になりました。

財政状態
資産
2007年3月期末（当期末）の総資産は前期末に比べ91億
67百万円増加し、2,299億53百万円となりました。「流動資
産」は、現金及び預金の増加や、未成工事支出金等の増加な
どの結果、前期末比84億65百万円増加の1,598億22百万
円となりました。「投資その他の資産」は、前期末比4億92百
万円増加し、225億4百万円となりました。増加の主な要因
は、前払年金費用の増加などによるものです。「有形固定資
産」は前期末比2億10百万円増加し、476億27百万円とな
りました。増加の主な要因は施工体制整備のための機械･運
搬具・工具機器備品の増加です。

負債・資本
負債合計は829億48百万円と、前期末に比べて5億91百
万円増加しました。流動負債は、前期末に比べて36億27百
万円増加し、717億95百万円となりました。これは未払法
人税等の増加などによるものです。固定負債は、前期末に比
べ30億36百万円減少し、111億53百万円となりました。こ
れは負ののれんが15億6百万円減少したことなどによるも
のです。有利子負債の期末残高は4億51百万円であり、前期
末に比べて31億57百万円減少しております。
少数株主持分を含めた純資産合計は前期に比べて85億
76百万円増加し1,470億5百万円となりました。これは主に
当期利益の積み増しによる利益剰余金の増加によるもので
す。
この結果、自己資本比率は前連結会計年度の62.1％から
63.4％に改善されました。

キャッシュ･フロー
当期の営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前
期に比べて94億48百万円増加し、185億76百万円となり
ました。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益、支払
手形・工事未払金等の増加であり、支出の主な内訳は、法人
税等の支払額です。

日本コムシスグループ （単位：百万円）

金額 前期比
受注高 252,147 （5.9％）
売上高 257,269 （8.9％）
営業利益 15,575 （8.0％）
当期純利益 9,684 （7.0％）
（注）各グループ間の内部取引の相殺消去はしていない。
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投資活動で使用したキャッシュ・フローは、前期に比べて
3億86百万円増加し、55億25百万円となりました。主な要
因は、有形固定資産の取得です。
以上により、当期において得られたフリー・キャッシュ・フ
ローは前期に比べて90億62百万円増加し、130億51百万
円となりました。
また、財務活動で使用したキャッシュ・フローは、前期に比
べて29億79百万円増加し、66億10百万円となりました。
当期に使用したキャッシュ・フローは、主に長期借入金の返
済や配当金の支払いです。
これらの活動によって、現金及び現金同等物は当期におい
て64億41百万円増加し、連結子会社の合併に伴う現金及び
現金同等物の減少額2億3百万円を差し引いた期末の残高
は、424億58百万円となりました。

役員報酬および監査報酬
当社グループの取締役及び監査役への報酬等の内容は以
下のとおりです。

社内取締役 63百万円
社内監査役 15百万円
社外監査役 11百万円

なお、当社グループが会計監査人である公認会計士桜友共
同事務所に対し、監査証明業務の対価として支払った報酬等
は50百万円です。

リスク
当社グループの経営成績及び財務状況等のうち投資者の
判断に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のような
ものがあります。
なお、文中の将来に関する事項は、当期末現在において当
社グループが判断したものです。

（1）特定取引先への依存に伴うリスク
当社グループの主たる事業はＮＴＴグループ各社を主要取
引先とした、電気通信設備工事事業ですが、その依存度が
50％を超えているため、ＮＴＴグループ各社の設備投資の規
模や構造等の動向により、当社グループの業績に影響を及ぼ
す可能性があります。

（2）安全品質に関するリスク
当社グループは「安全は全てに優先する」をモットーに、人
身事故はもとより設備事故を含めた『事故の撲滅』を目標に、
協力会社を含めた社員研修等の実施により、工事の安全品
質管理の徹底に取り組んでおります。しかしながら、万が一、
事故を発生させた場合、各取引先に対し信頼を失うとともに、
一定期間指名停止等による受注機会の喪失や瑕疵担保責任
及び製造物責任の履行等により、グループの業績に影響を及
ぼす可能性があります。
また、当社グループは、個人情報を含む取引先から委託さ
れた情報等の管理については、統括事業会社のＩＳＭＳ（情報
セキュリティマネジメントシステム）やプライバシーマークの
認証取得の実績を活かし、グループ全体として情報セキュリ
ティ管理に万全を期しております。しかしながら、万が一、

預かった情報の処理・保管等の再委託先による情報流出や外
部からの不正アクセス等の犯罪行為による情報漏洩が発生
した場合、各取引先に対する信頼を失うとともに、管理責任
を問われる損害賠償責任の履行等により、グループの業績に
影響を及ぼす可能性があります。

（3）業績の季節変動に伴うリスク
当社グループの主たる事業である電気通信設備工事事業
においては、受注及び売上の計上が年度末である３月に偏重
する傾向があるので、連結会計期間の上半期と下半期のグ
ループ業績に著しい相違が生じる可能性があります。

（4）保有資産に関するリスク
当社グループは、事業運営上の必要性から、不動産や有価
証券等の資産や年金資産を保有しておりますが、時価の変
動等により、グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。

（5）取引先の信用リスク
当社グループは、取引先に関して外部調査機関等の利用に
よるリアルタイムな与信管理を厳格に行うとともに、法務部
門による契約書審査を行うなど、信用リスク回避に向けて万
全の体制を構築しております。しかしながら、万が一、取引
先の信用不安が発生した場合、当該取引先が顧客であれば
工事代金の回収不能の発生、または、外注先であれば工事の
施工遅延等により、グループの業績に影響を及ぼす可能性が
あります。
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